
  

第２条 定義 

小規模企業者及び小企業者の範囲及び用語の定義 

○小規模企業者：中小企業基本法第２条第５項に規定 
 （おおむね従業員数２０人以下（商業・サービス業：５人以下）） 
○小企業者：おおむね常時使用する従業員の数が５人以下 

第８条 小規模企業者への努力等 

  

第１条 目的 

中小企業基本法の基本理念にのっとり、小規模企業の振興について、その基本原則、基本方針その他の基本となる事項を定めるとともに、国及び地方公共団体の
責務等を明らかにすることにより、小規模企業の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって国民経済の健全な発展及び国民生活の向上を図ること 

第７条 地方公共団体の責務  

小規模企業振興基本法案の体系 

  

第３条、４条 基本原則 

第３条 小規模企業の活力発揮の必要性が増大していること 
     から、個人事業主を含む小企業者が多数を占める小 
     規模企業について、事業の持続的な発展を図ること 
第４条 小企業者の円滑かつ着実な事業の運営を適切に支 
     援すること 

・小規模企業の振興に関する 
   施策を総合的に策定 
・関係行政機関の相互連携 等 

  

第５条 国の責務 

  

第６条 基本方針 

① 国内外の多様な需要に応じた商品の販売又は役務の提供の促進及び新たな事業の展開の促進 

③ 地域経済の活性化並びに地域住民の生活の向上及び交流の促進に資する小規模企業の事業活動の推進 

④ 小規模企業への適切な支援を実施するための支援体制の整備その他必要な措置 

第９条 関係者相互の連携及び協力 
 

第１０条 法制上の措置等 
  

第１１条 調査 
 

第１２条 年次報告等 

  

第２章 小規模企業振興基本計画 

  

第１３条 小規模企業振興基本計画  

（ⅰ）小規模事業者の意見を聴くとともに、 
       中小企業政策審議会に諮り、今後 
         ５年間を対象とする基本計画を策定 
（ⅱ）政府は国会に報告、公表 
 
⇒施策の妥当性・実行性を担保 

  

第３章 小規模企業の振興に関する基本的施策 

  第２０条 適切な支援体制の整備   
  第２１条 手続きに係る負担の軽減 

   第１６条 小規模企業の創業の促進及び小規模企業の事業の承継又は廃止の円滑化   
   第１７条 小規模企業に必要な人材の育成及び確保 

   第１４条 国内外の多様な需要に応じた商品の販売又は役務の提供の促進   
   第１５条 国内外の多様な需要に応じた新たな事業の展開の促進 

② 小規模企業者の経営資源の有効な活用並びに小規模企業に必要な人材の育成及び確保 

 
  第１８条 地域経済の活性化に資する小規模企業の事業活動の推進   
  第１９条 地域住民の生活の向上及び交流の促進に資する小規模企業の事業活動の推進 
 

①  

②  

③  

④  

  

第１章 総則 

資料１（参考） 
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